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研究成果の概要（和文）：本研究では、体育におけるICTを利活用した家庭と学校、地域をシームレスにつなぐ
学習評価によって、ステークホルダーで形成するコミュニティの変容をアクション・リサーチを研究手法として
用いて，明らかにすることを目的とした。
その結果、子供の体育の学習成果に対して，教師、保護者、さらに地域住民からフィードバックができる，高速
ネットワークにつながった1人1台端末を活用した学習評価のシステムを開発することができた。開発した学習評
価システムは、ステークホルダーの教育参加と情報共有を促進し、子供の体育の学びを支え、コミュニティの成
長を促進することが明らかになった。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to clarify the transformation of the community
 formed by stakeholders through learning assessment that seamlessly links home, school, and 
community by utilizing technology in physical education, using action research as the research 
method. As a result, a system for learning assessment that utilizes one terminal per student 
connected to a high-speed network was developed, which allows feedback from teachers, parents, and 
local residents on the learning outcomes of children's physical education. It is clear that the 
developed learning assessment system facilitates stakeholders' educational participation and 
information sharing, supports children's learning in physical education, and promotes community 
growth.

研究分野： 体育科教育学

キーワード： 体育　学習評価　ICT　ステークホルダー　ポートフォリオ　GIGAスクール構想　コミュニティ　地域住
民
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研究成果の学術的意義や社会的意義
本研究は、今まで体育の学習評価に参加対象とならなかったステークホルダーである地域住民の参加プロセスを
明示できたことに意義がある。学校と家庭と地域の連携が目指されている中で、多様なステークホルダーが学校
と連携・協働することで、子供の体育の学びや学校コミュニティ全体の発展に寄与する知見を提示することがで
きた。さらに、本研究により見出された家庭と学校と地域をシームレスにつなぐ学習評価の知見は、現状の通知
表に代わる1人1台端末を活用したステークホルダーとの学習成果物の共有手段として、今後の体育の学習評価の
在り方に貢献する可能性がある。このように、学術的意義や社会的意義のある研究成果を示すことができた。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
Puckett and Black（1994）が Seamless Assessment と述べるように、学習評価は学習や指導

の渦中に埋め込まれ、学習と指導と分かち難く結びついている。さらに、学習評価は指導や学習
の渦中で生気しているとしている（Hopple，2005）。つまり、学習評価は授業をシステムとして
作動させるリソースとなっている。このような中、鈴木（2008）は ICT を活用した「メディアポ
ートフォリオ」を開発している。この「メディアポートフォリオ」は、学校と家庭を一体とした
評価法であり、保護者に評価プロセスの理解を促す機能をもっている。さらに、ポートフォリオ
評価では、ポートフォリオ検討会が設定され、収集された評価情報を手がかりに学びを価値づけ
て振り返る重要な機会として位置づけられている（西岡，2003）。 
Burke ら（1994）の研究では、この検討会に保護者や地域住民が参加することで相互作用が生

まれ、子供の学びを促進していることが明らかにされている。しかし、Burke らの研究は子供の
学びを促進する位置づけで保護者や地域住民を巻き込んだ評価行為が行われているため、評価
行為に参加した保護者や地域住民への効果は明らかにされていない。また、梅澤（2007）の研究
では、体育に対する保護者のアカウンタビリティに応えるには、動画情報を蓄積したポートフォ
リオ評価が適していることを明らかにしている。しかし、梅澤の研究では、ステークホルダーに
評価への参加の機会を開くとしながらも、そのステークホルダーは保護者のみであり、McTighe 
and Ferrara（1998）は地域住民に評価に参加する機会を開く重要性を述べている。 
学校と家庭、地域が連携・協働した「社会に開かれた教育課程」が求められ、育みたい子供像

を学校と家庭で共有することが重要であるとされている。しかし、教師と保護者間で、体育に対
する認識に相違があり（石井・鈴木，2020）、体育の学習成果に対する認識にも相違がある（菊
地・鈴木，2014）ことが明らかになっている。つまり、体育科においては教師と保護者が育みた
い子供像に対して共通認識を有していない状況がみられる。一方、保護者の子供への影響は強く、
保護者の認識やかかわり方は、子供の運動習慣や健康習慣の育成にも影響を与えている（池田・
青柳，2016；長野・足立，2018）。すなわち、学校と家庭が連携して子供の学びを支える上で、
教師と保護者の認識に違いがある現状は子供の学びを停滞させる可能性がある。  
このような中で、学校と家庭、地域が協働で問題の解決を図り、地域コミュニティと共に学校

を発展させるためにコミュニティ・スクールが制度として導入された。学校を中心としたコミュ
ニティの発展条件として、学校を核とした子供たちの教育活動と地域活動を有機的に連動させ
ることや、大人たちの地域活動や社会教育活動を学校といかに連動していくことが重要となる
（玉井，2018）。つまり、学校と地域のコミュニティはお互いの発展を支えており、相互発展的
な関係にある。そこで、学校を中心としたコミュニティの発展を「コミュニティ」から「実践コ
ミュニティ」への変容と捉え、教師と保護者が一体となり、子供の体育の学びを支えるコミュニ
ティの創造を目指す体育科の学習評価を開発し、実証的に検証することを着想した。 
 

２．研究の目的 
石井・鈴木（2021）は ICT を活用したシームレスな学習評価法である「メディアポートフォリ

オ」を用いることで、保護者の体育に対する認識が変容することを明らかにしている。学習評価
とは学習者の学習改善や、教師の指導改善につながる機能を有している（宇土，1981）ことから、
学習者と教師の間で行われる営みであると捉えられていた。しかし、評価は学習と教師に加えて、
保護者や地域住民などの多様なステークホルダーに参加の機会を開く必要がある（西岡，2003）。
このような、三者以上のステークホルダーが協働して課題解決にあたる枠組みを、マルチステー
クホルダー・プロセス（以下、MSP）と言い、持続可能な発展を支える新しいコミュニティ政策
などに応用できる（内閣府，2008）。すなわち、本研究は、学習評価の参加機会を多様なステー
クホルダーに開き、MSP に参加するステークホルダーの体育に対する認識に基づいて学習評価の
機能を捉えることとする。つまり、多様なステークホルダーも巻き込む学習評価を実践し、その
評価行為への参加におけるコミュニティの変容プロセスを明らかにすることは、「社会に開かれ
た教育課程」の実現に向けての新しいアプローチである。そこで、体育における ICT を利活用し
た家庭と学校、地域をシームレスにつなぐ学習評価を開発し、ステークホルダーで形成するコミ
ュニティの変容を明らかにすることを目的とする。 
 
３．研究の方法 
（1) 地域住民の認識変容に着目して、子供・教員・保護者・地域住民を巻き込む体育科の学習評

価のシステムを構築する。研究方法は、アクションリサーチを用いた。 
（2) 学校を中心としたコミュニティの観点から、開発した学習評価を実証的に検証する。デー

タは半構造化インタビューによって収集し、複線径路・等至性モデルを用いて分析した。 
 
４．研究成果 
(1) 子供・教員・保護者・地域住民を巻き込む体育科の学習評価システムの構築 

 地域住民の認識変容に着目して、子供・教員・保護者・地域住民をつなぐ体育科の学習評価の



システムを構築することを目的とした。調査の方法はアクションリサーチを用いた。調査は全校
を挙げて家庭と学校、地域をシームレスな学習評価法である「メディアポートフォリオ」に取り
組み、第 6学年のメディアポートフォリオに地域住民を参加させることを課題としている公立 A
小学校を対象校とした。 
その結果、高速ネットワークにつながった 1 人 1 台端末を活用した子供の体育科の学習成果

を蓄積する仕組みに対して、教員、保護者さらに地域住民が評価行為に参加できる学習評価のシ
ステムを開発した。取り組み当初は、地域住民は義務的に学校に関わっている認識を有していた。
また、保護者が地域住民のメディアポートフォリオの参加に対して不安を抱いている可能性を
懸念していた。この不安を解消するためには、子供と地域住民が、顔見知りになっていくプロセ
スが重要であった。そこに学習評価のシステムを導入することによって、ステークホルダー間で
のつながりを作り出す基盤となった。そのつながりを強固にする大きな要素が子供の体育科の
学習成果の共有であった。多様なステークホルダーから子供の学習成果を評価することによっ
て、メディアポートフォリオを介した多角的なフィードバックが、新たな社会的相互作用を生み
出した。このことで、ステークホルダー間で深い共通認識を形成していくことができた。その結
果、地域住民が義務的に学校に関わっていたという認識は、学校に関わり続ける意味が生成され
たことにより、学校教育に対して責任を持つ認識へと変容していったことが明らかになった。こ
のことから、子供・教員・保護者・地域住民をつなぐ体育科の学習評価は、地域住民を学校教育
へ参画させることを促す機能を有していることが示唆された。 
 
（2）学校を中心としたコミュニティの発展に寄与する学習評価システムの検証 
家庭と学校、地域間でシームレスな学習評価法である「メディアポートフォリオ」を実践する

ことによって、子供、教員、保護者、地域住民といったステークホルダー間の関わりや認識に与
える影響を、学校を中心としたコミュニティの観点から明らかにすることを目的とした。メディ
アポートフォリオを共有することで、他のステークホルダーと相互作用があった子供 9名、教師
2名、保護者 9名、地域住民 5名を対象として半構造化インタビューを実施し、得られたデータ
は複線径路・等至性モデルを用いて分析をした。 
その結果、メディアポートフォリオがステークホルダー間の距離を縮める効果をもたらした

ことが明らかになった。対象者たちは他のステークホルダーとの関係性が変化することを通じ
て、子供の体育の学習成果を共有する価値を認識した。特に、地域住民は他のステークホルダー
に対する認識を変え、学校教育に対する関わり方が変化した。また、子供は地域住民に対して教
師や保護者とは異なる視点からのフィードバックをくれる存在と認識するようになり、見守っ
てくれている実感を強く抱くようになることが示された。教師や保護者は、地域住民に対して学
校や地域への奉仕に対する尊敬の念を抱くようになった。これにより、ステークホルダー間で信
頼関係が築かれ、学校のステークホルダー同士が長期的に関わりたいという意欲が高まること
が示唆された。さらに、学校と家庭、地域の相互支援関係が形成され、学校を中心としたコミュ
ニティの結束が強化された。保護者や地域住民が今までよりも積極的に子供の学習に関与する
ことで、子供の教育環境が豊かになり、学校を中心としたコミュニティ全体で子供たちの成長が
支えられる仕組みが構築されたことが示唆された。それは、保護者や地域住民のより積極的な子
供の学習への関与により子供の教育環境が豊かになる、学校を中心としたコミュニティ全体で
子供たちの成長を支えるプロセスであった。 
 

５．まとめ 
 本研究は、体育における学習評価の課題を見出し、保護者や地域住民といった学校のステーク
ホルダーの認識に基づいて学習評価の機能を捉えた。このような知見に基づいて体育における
ICT を利活用した家庭と学校、地域をシームレスにつなぐ学習評価を長期的に実践し、特に、こ
れまで体育科の学習評価でその参加対象とならなかった地域住民の参加プロセスを明示できた
ことは意義のある取り組みであったと考える。今後、個人情報の保護やアプリの改善などの課題
もあるが、今後も開発した学習評価実践を取り組みながら改善を繰り返し、本研究を発展させて
いきたい。 
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